
◎子ども・子育て支援法の一部を改正する法律 
（平成二八年三月三一日法律第二二号）   

一、提案理由（平成二八年三月一六日・衆議院内閣委員会） 

○加藤国務大臣 子ども・子育て支援法の一部を改正する法律案につきまして、その提

案理由及び内容の概要を御説明申し上げます。 

 政府においては、待機児童解消加速化プランに基づく平成二十九年度末までの保育の

受け皿整備の目標を四十万人分から上積みし、五十万人分を整備すること等としており

ます。また、従来の子ども・子育て支援に加え、夜間、休日勤務のほか短時間勤務の非

正規社員など多様な働き方に対応した仕事と子育ての両立に対する支援が求められてお

ります。 

 この法律案は、こうした状況を踏まえ、子ども・子育て支援の提供体制の充実を図る

ため、事業所内保育業務を目的とする施設等の設置者に対する助成及び援助を行う事業

を創設するとともに、一般事業主から徴収する拠出金の率の上限を引き上げる等の措置

を講ずるものであります。 

 次に、この法律案の内容につきまして、その概要を御説明申し上げます。 

 第一に、政府は、仕事と子育てとの両立に資する子ども・子育て支援の提供体制の充

実を図るため、仕事・子育て両立支援事業として、事業所内保育業務を目的とする施設

等の設置者に対し、助成及び援助を行う事業を行うことができることとするとともに、

全国的な事業主の団体は、仕事・子育て両立支援事業の内容に関し、内閣総理大臣に対

して意見を申し出ることができることとしております。 

 第二に、内閣総理大臣が策定する子ども・子育て支援のための施策を総合的に推進す

るための基本指針について、その記載事項に仕事・子育て両立支援事業を追加すること

としております。 

 第三に、一般事業主から徴収する拠出金の対象事業に仕事・子育て両立支援事業を追

加するとともに、拠出金の率の上限を千分の二・五以内に引き上げること等としており

ます。 

 その他、所要の規定の整備を行うこととしております。 

 なお、この法律案は、平成二十八年四月一日から施行することとしております。 

 以上が、この法律案の提案理由及び内容の概要でございます。 

 何とぞ、慎重審議の上、速やかに御賛同あらんことをお願い申し上げます。 

二、衆議院内閣委員長報告（平成二八年三月二二日） 

○西村康稔君 ただいま議題となりました法律案につきまして、内閣委員会における審

査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、子ども・子育て支援の提供体制の充実を図るため、事業所内保育業務を目的

とする施設等の設置者に対する助成及び援助を行う事業を創設するとともに、一般事業

主から徴収する拠出金の率の上限を引き上げる等の措置を講ずるものであります。 



 本案は、去る三月十五日本委員会に付託され、翌十六日加藤国務大臣から提案理由の

説明を聴取し、十八日に質疑を行いました。 

 質疑終局後、本案に対し、自由民主党、民主・維新・無所属クラブ、公明党、おおさ

か維新の会及び改革結集の会の五会派共同提案により、政府は、財源を確保しつつ、幼

稚園教諭及び保育士等の処遇改善並びに子ども・子育て支援に係る人材確保のための所

要の措置を講ずるものとすることを内容とする修正案が提出され、趣旨の説明を聴取い

たしました。 

 次いで、討論を行い、採決いたしましたところ、修正案は全会一致、修正部分を除く

原案は賛成多数をもって可決され、本案は修正議決すべきものと決しました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○委員会修正の提案理由（平成二八年三月一八日） 

○緒方委員 ただいま議題となりました子ども・子育て支援法の一部を改正する法律案

に対する修正案につきまして、提出者を代表して、その趣旨を御説明申し上げます。 

 第一に、政府は、質の高い教育、保育その他の子ども・子育て支援の提供を推進する

ため、財源を確保しつつ、幼稚園教諭、保育士及び放課後児童健全育成事業に従事する

者等の処遇の改善に資するための所要の措置並びに保育士資格を有する者であって現に

保育に関する業務に従事していない者の就業の促進その他の教育、保育その他の子ど

も・子育て支援に係る人材確保のための所要の措置を講ずるものとすることとしており

ます。 

 第二に、その他所要の規定を整理することとしております。 

 以上であります。 

 何とぞ委員各位の御賛同をお願い申し上げます。 

三、参議院内閣委員長報告（平成二八年三月三一日） 

○神本美恵子君 ただいま議題となりました法律案につきまして、内閣委員会における

審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、子ども・子育て支援の提供体制の充実を図るため、事業所内保育業務を

目的とする施設等の設置者に対する助成及び援助を行う事業を創設するとともに、一般

事業主から徴収する拠出金の率の上限を引き上げる等の措置を講じようとするものであ

ります。 

 なお、衆議院におきまして、政府は、財源を確保しつつ、幼稚園教諭、保育士及び放

課後児童健全育成事業に従事する者等の処遇の改善に資するための所要の措置並びに教

育・保育その他の子ども・子育て支援に係る人材確保のための所要の措置を講ずるもの

とすること等を内容とする修正が行われております。 

 委員会におきましては、幼児期の教育・保育の重要性、子育て支援における企業の役

割、事業所内保育所に対する行政の支援及び関与の在り方、保育士の処遇改善の必要性

等について質疑が行われましたが、その詳細は会議録によって御承知願います。 



 質疑を終了した後、生活の党と山本太郎となかまたちの山本委員より、政府は、保育

士の処遇の改善に係る措置として、その給与の水準が国の常勤の職員である保育士の給

与の水準に達しない保育士に係るその格差の是正のための措置を講ずることを明記する

こと及び政府は、公的機関が保有する土地、建物等の活用を図るための措置等を講ずる

ものとすることを内容とする修正案が提出されました。 

 次いで、討論に入りましたところ、日本共産党の田村委員より反対の旨の意見が述べ

られました。 

 次いで、順次採決の結果、修正案は賛成少数をもって否決され、本法律案は多数をも

って原案どおり可決すべきものと決定いたしました。 

 なお、本法律案に対し附帯決議を行いました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成二八年三月三一日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずるべきである。 

一 保育の質の確保を図ることは国・自治体の責務であることから、事業所内保育事業

についても、指導・監査等における自治体の関与について検討を行い、所要の措置を

講じること。 

二 仕事と子育ての両立支援の観点から、待機児童だけではなく、待機児童以外の潜在

的ニーズも踏まえて実態把握を行うこと。 

三 企業主導型保育事業の対象となる事業所内保育所の中小・零細企業による共同設置

に当たっては、利用希望者等へその制度の十分な周知を図るよう必要な措置を講じる

こと。 

四 既設の事業所内保育所の運営について、施行後適切な時期に検証を行い、その結果

に基づき、必要な措置を講ずること。 

五 病児保育及び障害児保育を推進するとともに、その保育を担う保育士や看護師等の

処遇については、その専門性及び責任に見合ったものとすること。 

  右決議する。 


